【様式２】
（報告期限　平成２１年１２月２２日（火）までに報告してください。）
送付先メールアドレス　torii@nca.or.jp
送付先ＦＡＸ　052－953－0399
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　　属
　農地制度改革実務研修会の質問事項について　
　改正農地法等について、現場で取り扱う際の問題点や疑問点がありましたら、該当する根拠も明らかにしてご記入ください。
１．農地法等について
	該当条項等
	 質問事項

	
	


２．農業経営基盤強化促進法等について
	該当条項等
	 質問事項

	
	


３．農業振興地域の整備に関する法律等について
	該当条項等
	 質問事項

	
	


４．その他（農業委員会関係等）
	該当条項等
	 質問事項

	
	


　（質問記載例）
	該当条項等
	 質問事項

	農地法第３条２項第７号、農地法処理基準第３の８（１）②

	 地域との調和要件が設けられたが、例えば、農地法処理基準第３の８（１）②「水利調整に参加しない営農が行われることにより、他の農業者の農業水利が阻害される」場合、不許可相当であるとしている。許可申請時には参加するとしていて、実際は、参加しないようなケースが十分想定されるが、、どのように対処すべきか。（農地法第３条３項で許可した場合は、第３条の２第１項第１号及び第２号で対応できると考えられるが。）
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